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執行役員  

企画・統括、営業担当
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中間決算取締役会開催日 平成15年 11月 21日  中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 －  単元株制度採用の有無 有 （１単元 1,000株） 
 

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

（１）経営成績 （注 百万円未満は切捨て表示） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 5,557 13.0 279 － 185 －

14年 9月中間期 4,919 △10.9 △527 － △808 －

15年 3月期 11,142 △367 △657
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期 44 － 1.61

14年 9月中間期 △1,797 － △65.22

15年 3月期 △3,508 △127.39
  
(注)① 期中平均株式数 15年9月中間期 27,518,360株 14年9月中間期 27,555,504株 15年3月期 27,544,881株 
    ② 会計処理の方法の変更 無  
    ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）配当状況 

 

 

１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円 銭 円 銭

15年 9月中間期 0.00 －

14年 9月中間期 0.00 －

15年 3月期 － 0.00
 

（３）財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期 21,733 8,179 37.6 297.31

14年 9月中間期 24,595 9,761 39.7 354.28

15年 3月期 23,696 8,086 34.1 293.81
  
(注)① 期末発行済株式数 15年9月中間期 27,513,380株 14年9月中間期 27,551,704株 15年3月期 27,521,864株

    ② 期末自己株式数 15年9月中間期 76,909株 14年9月中間期 38,585株 15年3月期 68,425株
 

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

 １株当たり年間配当金 

 
売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通  期 11,740 367 67 0.00 0.00
  
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  2 円 44 銭
  

(注)上記予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。

従いまして実際の業績は、様々な要因によりこれらの予想数値とは異なる場合がありますのでご了承ください。 



ファイル名:個別短信（添付）200309.doc 更新日時:2003/11/19 19:48 印刷日時:03/11/19 19:49 

 

― 単2 ― 

中間貸借対照表 

 

区分 

前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

 金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 3,216,396 2,244,176 2,625,388 

２ 受取手形 456,895 338,996 522,944 

３ 売掛金 5,419,178 4,621,675 5,899,727 

４ 有価証券 456,778 － － 

５ たな卸資産 3,749,563 2,514,886 2,730,887 

６ 短期貸付金 339,871 237,367 317,458 

７ その他 357,290 265,154 188,855 

貸倒引当金 △120,375 △28,337 △28,337 

流動資産合計  13,875,599 56.4 10,193,920 46.9  12,256,925 51.7

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物 2,234,433 2,042,991 2,127,709 

(2) 土地 4,195,272 4,194,595 4,194,595 

(3) その他 572,532 510,011 537,468 

有形固定資産合計  7,002,237 28.5 6,747,598 31.0  6,859,772 29.0

２ 無形固定資産 125,445 89,603 99,978 

無形固定資産合計  125,445 0.5 89,603 0.4  99,978 0.4

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 2,839,921 2,933,980 2,415,389 

(2) 長期貸付金 1,651,544 1,408,186 1,697,919 

(3) その他 475,580 367,073 393,769 

貸倒引当金 △1,374,751 △6,980 △26,880 

投資その他の資産合計  3,592,295 14.6 4,702,260 21.7  4,480,198 18.9

固定資産合計  10,719,978 43.6 11,539,463 53.1  11,439,949 48.3

資産合計  24,595,578 100.0 21,733,383 100.0  23,696,875 100.0
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区分 

前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日) 

 金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 889,742 826,877 858,767 

２ 買掛金 601,156 721,180 828,262 

３ 短期借入金 2,791,782 2,694,402 2,838,183 

４ 一年以内償還予定の社債 1,500,000 700,000 － 

５ 未払法人税等 47,525 49,506 53,665 

６ 賞与引当金 141,640 170,140 178,659 

７ その他 430,020 394,957 546,010 

流動負債合計  6,401,867 26.0 5,557,064 25.6  5,303,548 22.4

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 3,000,000 2,300,000 3,000,000 

２ 長期借入金 2,468,750 1,952,150 2,251,250 

３ 繰延税金負債 － 45,994 11,308 

４ 再評価に係る 
  繰延税金負債 824,267 803,315 803,315 

５ 退職給付引当金 2,040,269 1,866,740 2,043,002 

６ 役員退職慰労引当金 92,562 49,738 104,940 

７ 事業損失引当金 － 971,077 2,086,420 

８ その他 6,784 7,386 6,784 

固定負債合計  8,432,634 34.3 7,996,403 36.8  10,307,020 43.5

負債合計  14,834,501 60.3 13,553,467 62.4  15,610,569 65.9

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  4,888,279 19.9 4,888,279 22.5  4,888,279 20.6

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 5,409,904 2,435,199 5,409,904 

資本剰余金合計  5,409,904 22.0 2,435,199 11.2  5,409,904 22.8

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金 528,456 － 528,456 

２ 任意積立金 1,809,527 － 1,809,527 

３ 中間未処分利益又は中間 
  (当期)未処理損失（△） △3,600,804 44,312 △5,312,689 

利益剰余金合計  △1,262,820 △5.1 44,312 0.2  △2,974,704 △12.5

Ⅳ 土地再評価差額金  742,353 3.0 764,234 3.5  764,234 3.2

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金  △2,444 △0.0 67,181 0.3  16,517 0.1

Ⅵ 自己株式  △14,196 △0.1 △19,292 △0.1  △17,924 △0.1

資本合計  9,761,076 39.7 8,179,915 37.6  8,086,306 34.1

負債資本合計  24,595,578 100.0 21,733,383 100.0  23,696,875 100.0
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中間損益計算書 

 

区分 

前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  4,919,957 100.0 5,557,156 100.0  11,142,869 100.0

Ⅱ 売上原価  3,905,603 79.4 3,895,398 70.1  8,464,478 76.0

売上総利益  1,014,354 20.6 1,661,757 29.9  2,678,390 24.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,541,810 31.3 1,382,018 24.9  3,045,806 27.3

営業利益又は営業損失(△)  △527,455 △10.7 279,739 5.0  △367,415 △3.3

Ⅳ 営業外収益  211,201 4.3 211,955 3.8  361,985 3.2

Ⅴ 営業外費用  492,388 10.0 305,737 5.5  651,667 5.8

経常利益又は経常損失(△)  △808,642 △16.4 185,957 3.3  △657,097 △5.9

Ⅵ 特別利益  13,673 0.3 88,319 1.6  39,331 0.4

Ⅶ 特別損失  996,623 20.3 224,144 4.0  2,879,572 25.9

税引前中間純利益又は税引
前中間(当期)純損失(△) 

 △1,791,593 △36.4 50,132 0.9  △3,497,338 △31.4

法人税、住民税及び事業税 5,500 5,820 11,640 

法人税等調整額 △8 5,491 0.1 － 5,820 0.1 △8 11,631 0.1

中間純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

 △1,797,084 △36.5 44,312 0.8  △3,508,969 △31.5

前期繰越損失  1,803,732 －  1,803,732

土地再評価差額金取崩額  12 －  12

中間未処分利益又は中間 
(当期)未処理損失(△) 

 △3,600,804 44,312  △5,312,689

   

 

 

中間財務諸表の基本となる重要な事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ････ 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの ･･････････････ 移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ ･･･････････････････ 時価法 

(3)たな卸資産 

商品・製品・半製品・ 

原材料・仕掛品 ･････････ 移動平均法による低価法 
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２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ････････････････････ 定率法 

但し、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 4年～33年 

機械装置及び工具器具備品 2年～12年 

無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア ････ 見込販売可能期間（３年）内における見込販売収益に基づく償却 

自社利用のソフトウェア ････････ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 

その他 ････････････････････････ 定額法 

長期前払費用 ･･････････････････ 定額法 

 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 ････････････  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率による繰入

額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(2)事業損失引当金 ････････  関係会社等の事業損失に備えて、関係会社等の財政状態及び経営成績等を勘案し、投

資額を超えて負担することが見込まれる金額を計上しております。 

(3)賞与引当金 ････････････  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(4)退職給付引当金 ････････  従業員の退職給付に備えて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

   また、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による按分額を、それぞれ発生の翌事業年度より費

用処理しております。 

(5)役員退職慰労引当金 ････  役員の退任時に支出が予想される慰労金に備えて、内規に基づく中間期末要支給額の

100％を計上しております。 

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処

理によっており、また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしているものについては振当処理によ

っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 

通貨オプション 

定期預金、借入金 

外貨建売掛金 

(3)ヘッジ方針 

当社の内部規定である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変

動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。また、振当処理によっている通貨オプションについ

ても、有効性の評価を省略しております。 

 

７．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,843,306 千円 
  

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,857,999 千円

１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,926,959 千円

２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に供

している資産 

建物 263,655 千円 

機械装置 2,422 〃 

土地 1,530,724 〃 

計 1,796,801 千円 
  

２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に供

している資産 

建物 240,080 千円

機械装置 2,415 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,773,220 千円
 

２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に供

している資産 

建物 251,313 千円

機械装置 2,418 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,784,456 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 990,000 千円 
  

上記に対応する債務 

短期借入金 1,469,000 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,479,000 千円
 

② その他 

現金預金 

(定期預金) 
1,367,000 千円 

建物 1,619,063 〃 

土地 2,608,234 〃 

投資有価証券 325,979 〃 

計 5,920,276 千円 
  

② その他 

現金預金 

(定期預金) 
1,367,000 千円

建物 1,496,725 〃

土地 2,608,234 〃

投資有価証券 331,863 〃

計 5,803,823 千円
 

② その他 

現金預金 

(定期預金) 
1,367,000 千円

建物 1,555,465 〃

土地 2,608,234 〃

投資有価証券 269,520 〃

計 5,800,219 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 306,250 千円 

社債 3,000,000 〃 

長期借入金 1,918,750 〃 

計 5,225,000 千円 

なお、その他に子会社の債

務に対する担保として下記の

資産が供されております。 

譲渡性預金 110,000 千円 

上記に対応する子会社の債務 

短期借入金 111,285 千円 
  

上記に対応する債務 

一年以内償還

予定の社債 
700,000 千円

短期借入金 1,794,000 〃

社債 2,300,000 〃

長期借入金 1,512,150 〃

計 6,306,150 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 318,750 千円

社債 3,000,000 〃

長期借入金 1,756,250 〃

計 5,075,000 千円
 

―――――――――― ３ 有形固定資産に含まれる重要

な休止資産は次のとおりであ

ります。なお、当該有形固定資

産の減価償却費は営業外費用

に計上しております。 

建物 231,226 千円

土地 383,465 〃

その他 5,919 〃

計 620,611 千円
  

３ 有形固定資産に含まれる重要

な休止資産は次のとおりであ

ります。なお、当該有形固定資

産の減価償却費は営業外費用

に計上しております。 

建物 240,004 千円

土地 383,465 〃

その他 6,282 〃

計 629,752 千円
 

４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

Sokkia Singapore 

Pte. Ltd. 
851,298 千円 

㈱ソキアリース 782,450 〃 

Sokkia 

Corporation 
754,265 〃 

Sokkia B.V. 608,377 〃 

Sokkia Credit 

Corporation 
542,823 〃 

Sokkia Pty Ltd. 158,953 〃 

その他 117,779 〃 

計 3,815,946 千円 
  

４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

㈱ソキアリース 1,191,015 千円

Sokkia 

Corporation
684,725 〃

Sokkia B.V. 431,452 〃

Sokkia Singapore 

Pte. Ltd.
420,000 〃

Sokkia Credit 

Corporation
364,812 〃

Sokkia Pty Ltd. 178,871 〃

その他 67,778 〃

計 3,338,654 千円
 

４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

㈱ソキアリース 1,168,865 千円

Sokkia 

Corporation 
739,320 〃

Sokkia Singapore 

Pte. Ltd. 
721,848 〃

Sokkia B.V. 526,254 〃

Sokkia Credit 

Corporation 
409,050 〃

Sokkia Pty Ltd. 171,879 〃

その他 93,665 〃

計 3,830,883 千円
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前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 
前事業年度末 

(平成15年３月31日) 

―――――――――― ５ 手形割引高 

受取手形割引高 159,821 千円

輸出手形割引高 9,788 千円
  

５ 手形割引高 

受取手形割引高 274,692 千円

輸出手形割引高 11,672 千円
 

６ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 
  

６ 消費税等の取扱い 

同左 

―――――――――― 

 

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 53,199 千円 

受取配当金 25,858 千円 
  

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 37,727 千円

受取配当金 55,780 千円
 

１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 95,555 千円

受取配当金 26,257 千円
 

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 82,447 千円 

社債利息 72,022 千円 

為替差損 265,253 千円 
  

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 78,797 千円

社債利息 40,943 千円

為替差損 155,319 千円
 

２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 167,818 千円

社債利息 129,089 千円

為替差損 230,494 千円
 

―――――――――― ３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券

売却益
60,480 千円

役員退職慰労

引当金戻入益
27,307 千円

  

―――――――――― 

４ 特別損失の主要項目 

投資有価 

証券評価損
518,012 千円 

貸倒引当金 

繰入額
463,571 千円 

 

４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額
125,545 千円

投資有価 

証券評価損
81,000 千円

固定資産 

廃棄損
11,381 千円

  

４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額
1,379,421 千円

投資有価 

証券評価損
1,019,811 千円

 

５ 住民税の均等割のみを計上し

ております。 
  

５     同左 ５     同左 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 183,190 千円 

無形固定資産 34,588 千円 
  

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 155,262 千円

無形固定資産 20,344 千円
 

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 380,951 千円

無形固定資産 74,566 千円
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末 

残高 

相当額 

(千円) 

有形 

固定資産 

(その他) 

357,531 244,325 113,206 

無形 

固定資産 
93,609 61,037 32,572 

合計 451,141 305,362 145,778 

  

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 

取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

中間期末

残高 

相当額

(千円)

有形 

固定資産

(その他)

245,113 129,692 115,421

無形 

固定資産
40,994 36,831 4,163

合計 286,108 166,523 119,584

  

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

（借主側） 

１ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高

相当額

(千円)

有形 

固定資産 

(その他) 

308,095 207,006 101,088

無形 

固定資産 
93,609 76,638 16,970

合計 401,704 283,645 118,058

  
２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 101,818 千円 

１年超 49,381 〃 

計 151,200 千円 
  

２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 50,221 千円

１年超 71,136 〃

計 121,358 千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 72,571 千円

１年超 48,200 〃

計 120,772 千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 69,485 千円 

減価償却費 
相当額 

64,482 千円 

支払利息相当額 2,890 千円 
  

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 53,103 千円

減価償却費 
相当額 

50,522 千円

支払利息相当額 1,626 千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 134,173 千円

減価償却費 
相当額 

125,322 千円

支払利息相当額 5,094 千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 
  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 
  

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成14年９月30日）、当中間会計期間末（平成15年９月30日）及び前事業年度末（平

成15年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

（重要な子会社の清算） 

当社は、平成14年11月22日の取締役会において、当社が100％の株式を保有する連結子会社である

Pyramid Optical Corporationの清算を決議いたしました。 

その内容は下記のとおりであります。 

(1) 子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

①名称 Pyramid Optical Corporation 

②住所 米国 カリフォルニア州 

(10871 Forbes Ave.,Garden Grove,CA 92843,U.S.A.) 

③代表者氏名 井村 孝 

④資本金 US$ 5,900,000 

⑤事業の内容 測量機器用光学部品の製造及び販売 

(2) 清算の理由 

グループ経営効率化の一環として子会社の役割を見直していく中で、同社はグループ企業への光学

部品供給の使命をほぼ終了し、また経営環境も急激に悪化しているため、当該子会社を解散すること

といたしました。 

(3) 当該事象の損益に与える影響額 

損失見込額440,000千円につきましては当中間会計期間において「特別損失」(投資有価証券評価損)

として計上しております。 

 

当中間会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

該当事項はありません。 

 
前事業年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

 

 

製品別売上高 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成14年４月１日 自 平成15年４月１日 自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成15年３月31日 
区分 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

測 量 機 4,438,024 90.2 4,656,470 83.8 9,820,512 88.1

 国 内 1,664,423 37.5 1,607,836 34.5 3,741,669 38.2

 海 外 2,773,600 62.5 3,048,633 65.5 6,078,842 61.8

そ の 他 481,933 9.8 900,686 16.2 1,322,356 11.9

 国 内 474,146 98.4 900,686 100.0 1,296,646 98.1

 海 外 7,787 1.6 － － 25,710 1.9

合   計 4,919,957 100.0 5,557,156 100.0 11,142,869 100.0

 国 内 2,138,569 43.5 2,508,523 45.1 5,038,315 45.3

 海 外 2,781,388 56.5 3,048,633 54.9 6,104,553 54.7

 


